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【公布】平成23年3月31日 【施行】港湾の種類の見直し関係：平成23年4月1日
基本方針関係 ：平成23年9月15日

港湾法及び特定外貿埠頭の管理運営に関する法律の一部を改正する法律

我が国の港湾の国際競争力の強化等を図るため、港湾の種類について国際戦略港湾及び国際拠点港湾を追加する等の見直しを
行い、これらの港湾において国土交通大臣が行う港湾工事の範囲及びその費用に係る国の負担割合を定めるとともに、これらの港
湾におけるコンテナ埠頭等を一体的に運営する株式会社の指定及び当該埠頭等を構成する行政財産の貸付けに係る制度を創設

基本方針関係 ：平成23年9月15日
港湾運営会社関係 ：平成23年12月15日

湾におけるコンテナ埠頭等を一体的に運営する株式会社の指定及び当該埠頭等を構成する行政財産の貸付けに係る制度を創設
する等の所要の措置を講ずる。

○ 港湾の種類の見直し

改正後

国際戦略港湾 5港
選択と集中

○ 港湾の種類の見直し
我が国港湾の国際競争力強化のため、国際コンテナ戦略港湾を港湾の種類と

して新たに「国際戦略港湾」と位置付けるとともに、特定重要港湾の名称を「国際
拠点港湾」に改める。 改正前

（京浜（東京・川崎・横浜）、
阪神（大阪・神戸））

○直轄港湾工事の国費負担率の引き上げ及び対象施設の拡充
国際戦略港湾における高規格コンテナターミナルの係留施設（水深16m以上の

耐震強化岸壁）について、直轄港湾工事の国費負担率を7/10とする。これに附帯

国際拠点港湾 18港

改正前特定重要港湾のうち
国際戦略港湾を除く港湾

特定重要港湾 23港

震
するコンテナヤードを直轄港湾工事の対象施設に新たに追加する。（国費負担率
は2/3）

○ 港湾運営会社制度の創設

重要港湾 103港

改正前重要港湾のうち、国
際戦略港湾及び国際拠点港
湾を除く港湾

重要港湾 126港

○ 港湾運営会社制度の創設
港湾運営会社制度を創設し、国際戦略港湾及び国際拠点港湾に導入する。

○港湾運営会社に対する無利子貸付制度の創設
現在 公社等に限定され いる無利子貸付金の貸付対象を国際戦略港湾及び

湾を除く港湾

地方港湾 810港地方港湾 810港

現在、公社等に限定されている無利子貸付金の貸付対象を国際戦略港湾及び
国際拠点港湾における港湾運営会社に拡大する。

港湾の種類の見直し 1



港湾運営の民営化

国又は港湾管理者
により指定 港湾運営会社

民間企業経営者を登用し、運営計画に基づ
財産貸付

行政財産の貸付け 行政財産の貸付け

財産貸付

埠頭群の運営業務（公設民営）

民間企業経営者を登用し、運営計画に基
き、港湾運営に関する業務を一元的・効率
的に実施

港

協力

港湾 営会社 提案も

支援

荷役機械などの整備

・料金決定権の確保
・荷主・船社等への営業活動

荷役機械など（会社が整備）

国
湾
管
理
者

・港湾運営会社の提案も
踏まえ、港湾計画を作成

・臨港地区における行為
の届出の特例

荷役機械などの整備
に係る支援（税制・無
利子貸付）など

港湾施設
（国・港湾管理者）

監督 監督

性確保

流通施設の経営など関連事業は
自由に展開

関連事業

公共性確保のための
チェック

（運営計画・料金変更
命令・監督命令・大口
株式保有 の規制等）

公共性確保のための
チェック

（運営計画・料金変更
命令・監督命令・大口

料
金

出
資

サ
ー
ビ
ス

株式保有への規制等） 株式保有への規制等）
利用者（船社等）民間資金
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国土交通大臣 港湾管理者 申請者等

博多港における港湾運営会社指定までの流れ

交通政策審議会
（港湾計画一部変更）

港湾の一体的かつ効率的な運営に関する取組及びこれを実
施する区域を定める（計画基準省令（Ｈ２３．９施行）関係）。

（申請者）

港湾計画に適合し
た運営計画を提出
する必要がある。

申請受理

申請準備

港湾運営会社の公募

（申請者）
運営会社としての申請

申請受理

申請書類審査 公告、縦覧（２週間）
（利害関係を有する者）
意見書の提出

法43条の11第9項
意見書の提出

法43条の11
第8項

埠頭群に国有港湾施設又
は、国の補助等により整備

国土交通大臣同意手続き

された港湾施設を含む

法43条の11
第11項YES NO

同意書受理

国土交通大臣同意 法43条の11第11項

法43条の11第11項

法43条の11第12項公示

指定
法43条の11第6項
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港湾の効率的な運営に関する事項（アイランドシティ地区、香椎パークポート地区）

民間の能力を活用し、港湾の一体的かつ効率的な運営の促進を図るため、コンテナ、ＲＯＲＯ、フェリー（離島航路を除く）用の

アイランドシティコンテナターミナル
【既定計画】

民間 能 を活用 、港湾 体 効率 営 促 を 、 、 、 リ （離島航路を除 ）用
全ての埠頭を対象に、「効率的な運営を特に促進する区域」を計画する。

[利用形態の見直しの検討が必要な区域]
【アイランドシティ地区】

際RORO船が就航 るが 成25年度 箱崎埠 移転 定【既定計画】
水深15ｍ 岸壁2バース（うち1バース未整備）延長700ｍ
水深14ｍ 岸壁1バース 延長330ｍ

【利用状況】
平成23年コンテナ貨物量：約45万TEU（輸出約23万TEU、輸入約22万TEU）

国際RORO船が就航しているが、平成25年度に箱崎埠頭へ移転予定。
移転後の利用形態については、関係者との調整が必要であり、今回
は利用形態の見直しが必要な区域とした。

[利用形態の見直しの検討が必要な区域]
【香椎パークポート地区】
国内RORO船の他、フィリピン等とのバナナ輸入の専用船が就航。

今後の利用形態については、関係者との調整が必要であり、今回は
利用形態の見直しが必要な区域とした。利用形態 見直 必要な 域 。

香椎パークポートコンテナターミナル
【既定計画】

4

【既定計画】
水深13ｍ 岸壁2バース 延長600ｍ

【利用状況】
平成23年コンテナ貨物量：約28万TEU（輸出約13万TEU、輸入約14万TEU）効率的な運営を特に促進する区域

利用形態の見直しの検討が必要な区域

凡 例



港湾の効率的な運営に関する事項（箱崎埠頭地区）

国内・国際ＲＯＲＯ
【既定計画】

水深7 5ｍ 岸壁4バース 延長520ｍ水深7.5ｍ 岸壁4バ ス 延長520ｍ
【利用状況】
国内RORO（東京）が週6便就航。
平成23年取扱貨物量：315万トン
平成25年度にアイランドシティ地区から
国際ROROが移転予定。

（参考）現在の利用状況

７ ５ｍ×２６０ｍ

７ ５ ５２０

完成自動車

７．５ｍ×２６０ｍ
（２バース）

（完成自動車）

７．５ｍ×５２０ｍ
（４バース）
国内ＲＯＲＯ

・
国際ＲＯＲＯ

（平成25年度～）
シャーシ置場

国内ＲＯＲＯ

国内ＲＯＲＯ

完成自動車

中古車等

中古建機

国内ＲＯＲＯ

国際ＲＯＲＯ

（整備中）

効率的な運営を特に促進
する区域 5

効率的な運営を特に促進する区域

利用形態の見直しの検討が必要な区域

凡 例



利用形態の見直しが必要な区域（中央埠頭地区）

[利用形態の見直しの検討が必要な区域]
【既定計画】【既定計画】

水深10ｍ 岸壁1バース 延長250ｍ（内航フェリー）
【利用状況】
水深10ｍ 岸壁1バース 延長340ｍ（外航クルーズ）
水深 9ｍ 岸壁1バース 延長220ｍ（国際フェリー）

将来、旅客船埠頭への再編を見込んでおり、今後、利用形態の見直し
を行う。

6
利用形態の見直しの検討が必要な区域

凡 例



確認の視点

確認事項
国としての確認の視点

基本方針※

Ⅵ 港湾の効率的な運営
１ 民間能力の活用による港湾運営の効率化

港湾の効率的な運営
に関する事項

民 港 営 効

特に、国際海上コンテナ輸送においては、船舶の大型化の進行とともに、アジア域内での貨物量の急激な
増加を背景に、基幹航路の維持・拡大を巡り、東アジアにおいて港湾間の国際競争が激化しており、戦略的
な港湾運営が極めて重要となってきている。
（略）（略）
地域における産業や経済の実情等の港湾を取り巻く状況を勘案しながら、これらの制度を活用し、我が国に

おいても民間の能力を活用した港湾運営の効率化を進める。

※港湾の開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関する基本方針（平成23年9月15日施行）
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